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1985年に成立したゴルパチョフ (M. C. fop6a明B) 政権のもとで始まったソ連のベレスト
ロイカ (rrepeCTpo訪問)，再建は， 1917年のロシア革命以来の70年間にわたる成果を根本的に変
草するほどの草命的内容をもつものである。その国民経済管理の変革は， 110月革命の継続




















(1) 刀. A6aJIKHH, DepecTpo賞Ka ynpaBJIeHHSI 9KOHOMH鼓ー- rrpo瓦OJI)I{eHHe 瓦eJIa OKT冗6pbCKO蕗




































義 (the so-called War Communism) の時代一一一そこでは国内戦 (Civil War) と外国の
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ペレストロイカの発生
干渉とが同時に発生した一ーにまで遡りうるものであり， 1920年代の終りに始まる 5 カ年計画
























KopeHeB, 3KoHoMHKa CCCP: rrepeKpecTKax rrepecTpo員KH. Leonid Korenev, The Soviet 















る。 J (Me江BeλeB B. A. , A6aJIKHH 刀. 11. , O)!{epeJIbeB O. 1. H .l:p. rIOJIHTH'1eCKaH 9KOHOMH兄， 1988. 































(4) rプレジネフの時代は，スタグネーション期 (a period of stagnation) として正当に批判されて
いる……J (Leonid Korenev, The Soviet Economy: At the Crossroads of Perestroika, 1990, 
p. 3) それは国全体が直面していた危機の状態 (crisis situation) を気づかずにいたこと，かれが無
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HOMHSI, 1988，大崎平八郎他訳「ペレストロイカの経済学」上巻， 1990年， 363ページ〉
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1980年代前半は. 1970年代後半よりもさらにほとんど 表 2 生産国民所得の増大テンポ








109.5 1 11.4 
同一水準を保っているに過ぎない。農作物の生産におい 1954 112.2 
ては. 1970年代の後半期の 3 分の 1 に低下している。
1. 8% より 0.6%へ。その低下率は大きい。
1. 生産国民所得の発展テンポ
ソ連の生産国民所得について. 1970年代後半は. 1960 
年代後半に比べると，年平均発展テンポにおいて 7.8%
より 4.3%へと，ほぼ 2 分の 1 の水準にまで低下してい
る。同じく. 1980年代前半には， さらに悪化して. 3.6 









































ソ連における生産国民所得の1951年より 1988年にいた 1970 109.0 
















る 38年間の対前年比の増大テンポは，表 2 のごとくであ
る。 1950 年代は平均して 10.3 %. 1960年代は 7.2%.
1970年代は5.0%. 1980年代前半は3.6%であった。
いま 1950年代の生産国民所得の発展テンポを 100 とす
ると. 1970年代のそれは1950年代の半分となり. 1980年
代前半には1950年代の 3 分の 1 に低下した。それは1960
年代の 2 分の 1 の水準である。 20年間に半分の水準にま
で発展テンポが低落したことになる。
いま 5 カ年平均でその発展テンポをみると. 1970年代








































備考 Hapo.n:Hoe X03兄貴CTBO CCCP 
B 1974r., 1975, c. 57. Hapo瓦Hoe
X03兄員CTBOCCCP B 1980r., 1981, 
C. 46, Hapo.n:Hoe 玄03f1鼓CTBO
CCCP B 1988r. , 1989, c. 7. よ
り作成.
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表4 生産国民所得の 5 カ年平均の発展テンポ く%)
1950年代前半(1951"-'1955) 11.4 100 
1/ 後半(1956"-'1960) 9.2 81 100 
1960年代前半(1961"-'1965) 6.5 57 71 100 
1/ 後半(1966"-'1970) 7.8 68 85 120 100 
1970年代前半 (1971"-' 1975) 5.7 50 62 88 73 100 
1 後半(1976"-'1980) 4.3 ヨ| 47 66 I ! 75 1980年代前半 (1981"-'1985) 3.6 39 55 63 
" 後半 (1986"-'1988) 3.6 32 39 55 46 63 
なお1970年代の前半と後半についてみると，前半は5.7%，後半は4.3%である。 1970年代後
半の増大テンポは，前半のマイナス25%である。 1950年代に比べると，その 40% 台であり，
1960年代のマイナス40%である。
1980年代前半には， 1970年代後半の4.3% よりもさらに低下し， 3.6%の水準にまで落込んで
いる。それは， 1970年代前半の水準のマイナス40%近くにまでなっている。
1970年代後半と 1980年代前半の 5 カ年平均の発展テンポは， 1970年代前半に比べても低落傾
向が著しく，もしもそのまま低落傾向が続くならば，危機的様相を深めることになる。ここで
根本的な対策が求められることは必然的である。それがペレストロイカに他ならなかった。
いま 1950年代と 1960年代と 1970年代前半の順調な発展テンポをとった時代と比較すると， 19 
70年代後半の発展テンポの4.3%は， 1951----1975年までの15年間の8.1%に対し，そのほぼ半分




















































































ポは， 1970年代後半には， 1960年代の 7'"9 %, 1970年代の前半の 7'" 8-% より， 3"'5%の
水準に低落している。
1970年代前半の年平均発展テンポ 7.4%より，、後半には 4.4%へ低下。 1980年代前半には，
さらに低下して 3.7%へ。それは1960年代前半の 8.6%の半分以下となる。 8.6%から 3.7%
hの低下は大きい。
1980年代前半の総工業生産高の年平均発展テンポは， 1950年代の発展テンポが10%をこえて
いたことよりすると，その 3分の 1 の水準への低下である。主要な工業生産水準の年平均テン
ポの低下は，国民経済の発展にとって危機的な影響を及ぼすことはいうまでもない。
表6 総工業生産高の10カ年平均発展テンポ C%) 
1950年代 (1951"-'1960) 11.76 100 
1960年代 (1961"-'1970) 8.55 73 100 
1970年代 (1971"-'1980) 5.68 48 80 100 
1980年代前半(1981"-'1985) 13.6 31 42 
H 後半 (1986"-'1988) 4.0 34 47 70 
1970年代はすでに， 1950年代の発展テンポの 2 分の l 以下となる。 1980年代前半は， 1950年
代の 3 分の 1 以下に低落する。 1960年代の42%の水準， 1970年代の63%の水準に低下している。
表 7 総工業生産高の 5 カ年平均発展テンポ (%) 
1950年代前半(1951"-'1955) 13.16 100 
1/ 後半(1956"-'1960) 10.36 79 100 
1960年代前半(1961"-'1965) 8.58 65 83 100 
1/ 後半 (1966，，-， 1970) 8.52 65 82 99 100 
1970年代前半(1971"-' 1975) 7.44 57 72 87 87 100 
" 後半 (1976，，-，1980) 4.46 34 43 52 52 60 1980年代前半 (1981"-'1985) 3.6 35 42 42 




7.4% より 4.5%へ，さらに1980年代前半には， 1970 







半は 4% となる。 1980年代前半には，さらに低下し








2 分の 1 以下に低下することは，危機的徴候を示す
ものであることは否定しがたし、事実である。


















備考 Hapo江Hoe X035IHCTBO CCCP B 
1958r. , 1959, C. 137. 1964年版， C. 
123, 1976年版， c. 190~191. 1981年
版， c.43. 1988年版， c.331 より作成.
1970年代後半の工業生産高の発展テンポは， 1960 
年代後半の 2 分の l 以下， 1970年代前半の半分とな






















































































備考: Hapo瓦Hoe X03兄員CTBO CCCP 3a 
70 ~eT， 1987， c.58.Hapo~Hoe X03冗員.
CTBO CCCP 3a 60 ~eT， 1977, c. 79. 
HapO~Hoe X03兄首CTBOCCCP B 1987r. , 
1988, c. 624. Hapo江Hoe X03冗鼓CTBO
CCCP B 1988r. , 1989, c.7, 680 より






1. 生産手段生産部門の 5 カ年平均の年発展テンポ
表 1 より明らかなように，生産手段生産部門(第 I 部門〉の 5 カ年平均発展テンポは， 1970 
年代後半には， 1960年代前半の 9.6% より 4.7%に低下， 1980年代前半にはさらに悪化して，
3.6%に低落している。 1970年代後半より一挙に半減し，さらにそれ以下に急落した。
いま 1950年代よりの 5 カ年平均の発展テンポをみると， 1970年代後半以降の急落傾向はより
明瞭となる。(表10参照) 1950年代前半の 3 分の 1 ないし 4 分の 1 への低下。 1960年代前半の 4
割近くへの低下。それらは，危機直前の状況といわれる所以を示す。
表10 生産手段生産部門の 5 カ年平均の年増大率 (%) 
期 間 5 カ年平均増大率 比 率
1950年代前半 (1951........1955) 13.8 100 
1 後半(1956........1960) 11. 3 82 100 
1960年代前半 (1961........1965) 9.6 70 85 100 
1 後半 (1966........1970) 8.6 62 76 90 100 
1970年代前半 (1971........1975) 7.8 57 69 80 91 100 
// 後半 (1976........1980) 4.7 34 42 49 55 60 100 
1980年代前半 (1981........1985) 3.6 32 38 42 46 
1 後半(1986........1988) 4.0 29 35 42 47 51 85 
2. 10カ年平均の年発展テンポ
1951年より 1988年tこいたる生産手段生産部門の年代毎の年平均発展テンポは， 1950年代には，




年 代 年平均発展 比 率ア ン ポ
1950年代 12.6 100 
1960年代 9.1 72 100 
1970年代 6.3 50 69 100 






1950年代には11.......16%で発達し， 1960年代には 7.. 
11%で， 1970年代前半には 7.......8%，後半には 8%
































備考 HapO.ll.HOe X03SI誼CTBOCCCP B 1964r. , 1965, c. 157, 
1976年版 C. 235. HapO.lHOe X03兄貴CTBO CαP 3a 70 
JIeT, 1987, C. 161. HapO.ll.HOe 玄03兄貴CTBO CCCP 1922~ 
1982, 1982, c. 179 より作成。
1950年代前半の187%，その後半の172%， 1960年
代前半の173%とその後半の146%， 1970年代前半の
















































































1987 103.7 ト 4.03




備考 HapO.ll.HOe 玄03SIHCTBOCCCP 1922 
-1972 rr. , 1972, c. 56. Hapo瓦Hoe
玄03兄貴CTBO CCCP 3a 70 JIeT, 1987, 
c.58. Hapo瓦Hoe X03寛賞CTBO CCCP B 






展テンポとなる。それは， 1950年代の発展テンポの 4 分の 1 ， 1960年代の 3 分の 1 ， 1970年代
前半の 2 分 1 である。
なお原子力発電については，表14に示されるように急速な上昇が見られる。 1970年代より 19
80年の10年間に20.8倍となる。また1980年より 1985年の 5 年間に2.3倍となり，その総発電量
に占める比率は， 1985年で10.8%である。
表14 原子力発電量の増大
年次 発電能力 全能力くに%占〉め 発電量 全発電量にC%占) 比率C%)(1, 000 kw) る比率 (100万kwh) める比率
1965 310 0.3 1410 0.3 
1970 875 0.5 3499 0.5 100 
1975 4671 2.1 20206 2.0 577 100 
1980 12492 4.7 72923 5.6 2084 361 100 
1985 28110 8.9 167401 10.8 828 229 
1986 30110 9.4 160804 10. 1 221 
1987 34400 10.4 186984 11. 2 256 
1988 35400 216000 12.7 296 
備考 Hapo瓦Hoe X03HH:CTBO CCCP 3a 70 JIeT, 1987, c. 161.口pOMhlillJIeHHOèTb CCCP, 
1988, C. 134. CCCP H 3apy6e)l{Hble cTpaHbI 1988, 1989, c. 121 より作成。
なお火力発電の総発電量に占める比率とその発展テンポは，表15 と表16のごとくである。そ
の比率は， ほぽ 83--:--87%で、ある。またその発展テンポは， 1970年代後半と 1980年代前半にお
いて， 1960年代後半と 1970年代前半の発展テンポの 2 分の 1 に減少している。
表15 総発電量に占める火力発電量の比率
年次 総(億発kw電h量> 火(億力k発w電h量> 比率C%)
1965 5066. 72 4252.38 84 
1970 7409.26 6165.49 83 
1975 10386.07 9126.20 88 
1980 12938.78 11099.89 86 
1985 15441. 17 13295.87 86 
1986 15988.90 13831. 52 87 
1987 16649.24 14450.99 87 
備考 flpOMblillJIeHHOCTb CCCP, 1988, c.134. 
表16 火力発電量の増大テンポ
年次 発(億 電量kwh) 比 率 C%)
1965 4252.38 100 
1970 6165.49 145 100 
1975 9126.20 148 100 
1980 11099.89 122 100 
1985 13295.87 120 100 
1986 13831. 52 104 100 











1950年代前半は 5 ヶ年間で45%の増， 1950年代後半は34%増となっているが，いまそれらを
例外としても， 1960年代前半の13%，その後半の 8 %, 1970年代前半の12%より，その後半に
は僅かに 2%，さらに1980年代前半には 1%という低落ぶりであった。
1975年以降の発展テンポの低落，急激な低下は，資源的な制約，自然的条件，採炭の絶対量
の増大があるにしても，その低落傾向はあまりにも大きいものがある。 5 カ年で僅かに 1%の
増というのは，まさに危機的であろう。
表17 各種右炭の採堀高総額
年次 採掘高(100万 t) 比 率(%)
1950 261.1 100 
1955 389.9 145 100 
1960 509.6 134 100 
1965 577.7 113 . 100 
1970 624.1 108 100 
1975 701. 3 112 100 
1980 716.4 102 100 
1985 726 101 100 
1988 772 106 






外として，その後半の 120%， 1960年代前半の 111%， 1960代年後半の 105%， 1970年代前半の
109%に対し， 1970年代後半の101%はすでに停滞的現象を示している。 1980年代前半には92%
となって，ついにマイナスの状況となる。
1985年には石炭採堀高 (7， 000キロカロリーに換算〉は， 1980年の 4 億7， 690万 t より 4億3 ， 980
万 t に低下し，マイナス 8%である。それは， 1969年の 4 億 3， 960 万 t の水準に低落しており，
? ?
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表18 石炭採堀高の増大テンポ (7， 000キロカロリーに換算〉
年次 採(100堀万 t高> 比 率(%)
1950 205.7 100 
1955 310.8 151 100 
1960 373.1 120 100 
1965 412.5 111 100 
1970 432.7 105 100 
1975 471.8 109 100 
1980 476.9 101 100 
1985 439.8 92 100 
1988 467.0 106 
備考 HapO.ltHOe X03HHCTBO CCCP B 1975r. , 1976, c.239. 1980年版 C. 156, 
1989年版， c. 381 より作成。





く 3) 7， 000キロカロリーに換算した燃料部門全体の採堀量の増大テンポ
7， 000キロカロリーに換算した石炭の採堀量は， 1980年より 1985年にいたる 5 カ年間で 8%
の低下を示しているが，燃料部門全体〈石油，ガス，その他を含む〉の採掘量は増大している。
しかしその増大テンポは，低落の傾向にあり，とくに1980年代の前半期においては， 10%をわ
ることになる。〈表19参照) 1950年代の 54"-'44 %増を除いて， 1960 年代前半の 40%増， 1970年
表19 7， 000キロカロリーに換算した燃料部門全体の発展テンポ
年次 採(100堀万 t量> 比 率
1950 311.2 100 
1955 479.9 154 100 
1960 692.8 144 100 
1965 966.6 140 100 
1970 1221. 8 126 100 
1975 1571. 3 129 100 
1980 1895.6 121 100 
1985 2073.1 109 100 
1988 2286.9 110 
備考 HapO.ltHOe X03兄貴CTBO CCCP B 1988r., 1989, c. 381. 1976年版， C.239, 
1981年版， c. 156, 1986年版. c.157 より作成。
なお1975. 1980, 1985年の採堀高は，版によって異なる。たとえば， 1975 年の





前半には1970年代後半の 2 分の l 以下に低落している。
なお1988年には， 1985年水準の110%に回復している。
石炭採掘高の燃料全体に占める比率は， 1950年に66.1
55， 1960:年に53.9% ， 1970 年に35.4%， 1980 年に 25.4







を示している。〈表22参照) 1950年代前半の1. 5 倍，後半
の約 5 倍， 1960年代前半の約 3 倍の急増が特徴的である。



















1985 21. 2 
1986 21. 0 
1987 20.6 
備考 HapO,lLHOe X03兄貴CTBO CCCP 
3a 60 JIeT, 1977, c. 204. TIpo・
MhIIIIJIeHHOCTh CCCP, 1988, c. 
141 より作成。
表21 燃料採取高に占める石炭と石油

















備考 HapO,lLHOe X03兄負CTBO CCCP 
B 1970r., 1971 , c. 183. 
表22 ガス採堀量の増大 (7， 000キロカロリーに換算〉
年次 採(100堀万 t量>
1950 7.3 100 
1955 11. 4 156 100 
1960 54.4 477 100 





1986 792. 7 









備考 HapO,lLHOe X03冗員CTBO CCCP 3a 60 JIeT, 1977, c. 204. HapO,lLHOe X03HHCTBO 
CCCP B 1980r. , 1981 , c. 156. 口pOMhIIIIJIeHHOCTh CCCP, 1988, c. 141 より作成。







ガス採堀量は， 1980年には1960年の 9.5 倍となり，原













年次 ガス 石炭 石油
1979 45.2 
1980 .1 25. 45.5 
1985 35.8 21. 2 41. 1 
1986 36.6 21. 0 40.6 
1987 37.7 20.6 40.0 
備考 Hapo，n:Hoe 玄03HHCTBO CCCP 
B 1980r., 1981, c. 156. npOMbIIIIｭ







は約 4倍に増大し， 5 カ年毎の発展テンポは，前半で1. 9 倍，後半で 2.1 倍であった。(表24参
照〉
1960年代は前半で1. 6倍，後半で1. 5倍である。 1970年代に入ると，前半で1. 4倍であったが，
後半には1. 2 倍に低下し，さらに 1980 年代前半には 1980 年水準以下になる。 1985年には1980
年水準の99%に低下。 1%の低下ではあるが， 5 年間増大しなかったことになる。
なおソ連における石油の採掘高は， 1981年は 8 億7， 060万 t ， 1982年は 8 億7， 600万 t ， 1983 
年は 8 億8， 140万 t ， 1984年は 8 億7， 620万 t で， 1984年にすでに衰退現象が現れていた。 1983












表24 石油採堀高 (7， 000キロカロリーに換算，ガス凝結物を含む〉
年次 採(100堀万 t高> 比 率(%)
1950 54.2 100 
1955 101. 2 187 100 
1960 211.4 209 100 
1965 346.4 164 100 
1970 502.5 145 100 
1975 701. 9 140 100 
1980 862.6 123 100 
1985 851. 3 99 100" 
1986 879.1 103 
1987 892.6 105 、
1988 892.8 105 
備考 Hapo周oe X03冗員CTBO CCCP 3a 60 J1eT, 1977, c. 204, 1985年版， c. 157, 









ている。 1950年代前半の増大率 174% は例外的としても， 1950年代後半， 1960年代前半の 14Ü'
%台， 1965年の経済改革後の1970年代前半の 120% の発 表25 5 カ年毎の銑鉄生産高の増大率




















年次 (生10産0万高t) 比 率 C%) 
1950 19.175 100 
1955 33.310 174 100 
1960 46.8 140 100 
1965 66.2 141 100 
1970 85.9 183 130 100 










1985 110 235 166 128 107 103 
1986 114 243 172 133 111 106 
1987 114 243 172 133 111 106 
1988 115 245 174 134 112 107 
備考 HapO~Hoe X03冗員CTBO CCCP B 1975r. , 1976, c. 244. Hapo~Hoe X0351誼CTBO
CCCP B 1980r. , 1981, c. 158. 1986年版， c. 140, 1989年版， C. 382. Hapo~Hoe 
玄O開設CTBO CCCP 3a 70 JIeT, 1987, c. 164 より作成。
表27 鋼鉄の生産高
年次 生産高 比 率 C%) (100万 t
1950 27.3 100 
1955 45.3 166 100 
1960 65.3 144 100 
1965 91. 0 139 100 
1970 115.9 177 127 100 
1975 141. 3 216 155 122 100 
1976 144.9 
1977 146.7 
1978 151. 5 
1979 149. 1 





1985 155 237 170 134 110 105 
1986 161 247 177 139 114 109 
1987 162 247 177 139 114 109 
1988 163 250 179 141 115 110 
備考 HapO~Hoe X0351HCTBO CCCP 3a 60 JIeT, 1977, c. 208. Hapo~Hoe X0351首CTBO
CCCP B 1975r. , 1976, c.244. 1981年版， c. 158, 1986年版， c. 140, 1989年版， c. 









急落して 4.7% となる。 1980年代前半においても 4.8%









1975"'-'1980 105 (104.7) 








年次 生産高 比(1, 000 t 率(%)
1950 17, 973 100 
1955 30, 556 170 100 
1960 43, 679 143 100 
1965 61 , 650 141 100 
1970 80, 650 131 100 
1975 98, 686 122 100 
1980 102, 909 104 100 
1985 108, 274 
1986 111 , 996 
備考 HapOJl:HOe X035IHCTBO CCCP B 1980r. , 1981, C. 158, HapOJl:HOe 
X035I鼓CTBO CCCP 3a 70 JIeT, 1987, c. 164. HapOJl:HOe X03兄員CTBO















5%の増大率しか示していなL 、。年率 1%となり，その 1975.-..-1980 104 






採掘高の動態は，表31 ， 32, 33に示されているごとくである。
1960年代前半の発展テンポは45%であるが，その後半には30%以下に低下し 28% となり，
1970 年代前半には 20% を割り， 19%となる。その後半には僅かに 4%の増大率で， 1980 年代
前半にはさらにその水準以下の 1%となる。 5 年間で僅かに 1%しか増大しなかった。それは
100%の金属内容に換算した場合にも同様である。





年次 現(1物00万指t標> 比 率 (%) 
1950 39.65 100 
1955 71.86 181 100 
1960 105.8 147 100 
1965 153.4 145 100 
1970 197 128 100 
1975 235 119 100 
1980 245 104 100 
1981 242 99 
1982 244 100 
1983 245 100 
1984 247 101 




備考 HapO.Zl.H侃玄0351盈CTBO CCCP 3a 60 JIeT, 1977, c. 210. HapO.lHOe 
XO組員CTBO CCCP B 1975r., 1976, c. 247. 1986年版， C. 385. HapO.lHoe 










1965 81 100 
1970 106 131 100 
1975 128 121 100 
1980 133 104 100 
1981 131 98 
1982 132 99 
1983 134 101 
1984 135 102 
1985 136 102 100 
1986 137 101 
1987 138 101 
1988 138 101 
備考表31の備考と同じ。





















101 (101. 2) 
131 
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年 次 生産国民所得 工業生産高
1950年代前半 11. 4 13.2 
H 後半 9.2 10.3 
1960年代前半 6.5 8.6 
H 後半 7.8 8.5 
1970年代前半 5.7 7.4 
H 後半 4.3 4.4 
1980年代前半 3.6 3.6 
11 後半(1986'"'-'1988) 3.6 4.0 
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表35 生産手段生産部門の 5 カ年毎の増大率 C%) 
部 「う 1950 年半 1950 年半 19に6前0年半 1960 年半 197前0半年 197後0年半 1980 年半 1980 年半 /L 1 9 8 6 ~j1代前代後代半代後代 代 代前代後 1988
工業生産高 185 155 146 150 143 124 119 113 
E エネノレギ一部門
1 電力 187 172 173 146 140 125 119 
2 内原子力発電量 577 361 229 
3 火力発電量 145 148 122 120 
E 燃料部門
1 燃料部門全体 154 144 140 126 129 121 109 
2 石炭(現物指標) 145 134 113 108 112 102 101 
3 石炭(換算指標〉 151 120 111 105 109 101 92 
4 石油 187 209 164 145 140 123 99 
5 ガス 156 477 275 156 147 150 144 
W 鉄鋼部門
1 銑鉄 174 140 141 130 120 104 103 
2 鋼鉄 166 144 139 127 122 105 105 
3 圧延鋼 170 143 141 131 122 104 105 
4 鉄鉱石(現物指標〉 181 147 145 128 119 104 101 
5 鉄鉱石(換算指標) 131 121 104 102 
なおこのほかに，機械製造部門，金属加工部門，化学工業部門，セメント生産部門，さらに
消費資料生産部門と農業部門の分析が予定されているが，別稿による。
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